入札参加資格確認資料作成要領（例）
１　同種工事の施工実績（様式１に記載する実績）
　　ア　同種工事の定義

　　　　　「一般競争入札」公告（例）２（３）のとおり
イ  元請けとして請負い、平成○○年４月１日以降に完成・引渡し済みの工事の中から、アに示す規模以上の同種工事の施工実績を次のウ、エにも留意して記載すること。但し、いずれの実績も１件の工事請負額が○億円以上の工事の施工実績に限る。
ウ　施工実績として記載する発注機関は、別紙「発注機関一覧表」に掲げるものに限る。なお、記載する発注機関の優先順位は、山梨県、国機関、都道府県、政令指定都市、公団等の順とし、その実績を記載すること。これが無い場合、市町村、公営企業等、事業団等、民間等の工事施工実績を記載すること。
エ　イ、ウで示した条件に該当する工事施工実績が複数ある場合は、先ず、山梨県内における工事施工実績を記載すること。これが無い場合は、他の都道府県における工事施工実績を記載すること。又、記載は、都道府県名、市町村名、大字名まで記載すること。
オ　内容は、工事名、発注機関名、施工場所等のほか、工事諸元等（構造形式、規模、寸法、基礎形式、主要資材、設計条件等）技術的特性を記載すること。
カ　技術的特記事項としては、地形地質条件、仮設備工法、施工工法、環境対策、安全対策等、当該工事の施工における特異性や、それに対する貴社の施工上のセールスポイントとなりうる技術的特記事項を記載すること。
キ　同種工事の施工実績の記載要領は、同種工事の施工実績記載例（様式１）で示す。
２　配置予定技術者の資格・施工従事経験　（様式２）
ア　配置予定とする技術者は、「一般競争入札」公告２（４）に示す技術者として２（３）に示す工種及び規模以上の同種工事の施工に従事した経験を有する技術者とすることとし、その同種工事への施工従事経験のうちいずれか１件を記載すること。但し、１件の工事の請負額が○億円以上の工事への施工従事経験であること。
注１：配置予定技術者の技術者資格が確認できる書類（技術検定合格証明書、監理技術者資格者証等）の写しを技術資料様式２の添付資料として提出すること。
注２：一級建築士については、一級建築施工管理技士と同等扱いとするので、一級建築士免許証（写）及び監理技術者資格者証（写）を様式２の添付資料として提出すること。
注３：申請時における他工事の状況については、工事名、発注機関名、工期、従事役職の外に、当該技術者の専任制を求められているか、又、変更（交代）が可能なものかを記載すること。
イ　配置予定の技術者については、申請時における他工事への従事状況等を記載すること。
    また、同一の技術者を重複して複数工事の配置予定技術者とする場合において、他の工事を落札したことにより配置予定技術者を本工事へ配置することができなくなったときは本工事へ入札してはならない。
ウ　配置予定技術者の資格・施工従事経験の記載は、配置予定技術者の資格・施工従事経験記載例（様式２）で示す。
エ　様式２は申請時に提出するとともに、入札参加資格確認通知を受けたすべての業者は入札の際には様式２の２を提出し、他工事への従事の有無及び終了・継続の別を明らかにし、他工事への従事が終了していない場合には、本工事へ入札してはならない。
オ　同種工事の施工実績を記載するにあたり、市街地内における工事実績、あるいは工事施工に伴う周

辺への騒音、振動、地盤沈下、井戸枯れ、植生等に配慮しての工事の施工実績があれば優先的に記載すること、又、当該工事における施工上の特異性や、それに対する貴社の施工上のセールスポイントとなりうる技術的特記事項を記載すること。
３  建設工事共同企業体の構成員としての工事の施工実績
ア　同種工事の施工実績は、建設工事共同企業体の構成員としての平成○○年４月１日以降に完成、施工済みの施工実績も、企業体として請負った１件の請負額が○億円以上の工事は実績として扱うこととするので記載すること。但し、出資比率が２０％以上の実績に限る。
イ　配置予定技術者の資格・施工従事経験については、平成○○年４月１日以降に、建設工事共同企業体の構成員の職員として、その共同企業体の監理技術者、主任技術者又はＣＯＲＩＮＳに登録されている担当技術者の資格で配置された施工従事経験についても、当該技術者の施工従事経験として扱うこととするので記載すること。但し、施工従事した当該工事への出資比率は問わない。
４　過去の工事の施工実績、配置予定技術者の資格・施工従事経験を証明するための契約書等の添付
ア　同種工事の施工実績、配置予定技術者の資格・施工従事経験について証明するための添付資料として、当該工事の契約書、工事契約用設計書表紙、本工事費内訳書及び資格・施工従事経験を証明する図書等（以下「契約書等」という。）の写しを添付すること。
ＣＯＲＩＮＳ番号を記載した場合には、契約書の写しの代わりに、ＣＯＲＩＮＳの写しを添付すること。
イ　配置予定技術者の資格・施工従事経験については、その技術者が過去、他社においての経験も当該工事の契約書等の写しにより確認可能な経験、あるいはＣＯＲＩＮＳへ登録済みであり、ＣＯＲＩＮＳの写しにより確認可能な経験は、経験として認めるので記載しても良い。

ウ　契約書等の写しもなくＣＯＲＩＮＳにも未登録の実績及び経験については、実績及び経験として認めないので記載しないこと。

· 申請時の提出書類（様式１・様式２及び添付資料）は、ＰＤＦファイル（１つにまとめること）で提出して下さい。
· 入札時の提出書類（工事費内訳書・様式２の２）についても、ＰＤＦファイル（１つにまとめること）で提出して下さい。

発注機関一覧表
	
	 機関等

	 　　　　　　　　　　　内訳

	

	
	 山梨県

	
	

	
	 国機関

	 国土交通省
 内閣府
 　〃　　（防衛庁）
 農林水産省
 文部科学省
 その他中央省庁
 （環境省、厚生労働省、経済産業省、総務省、その他）

	

	
	 都道府県

	 山梨県以外の都道府県（政令指定都市を含む）

	

	
	 公団等

	 機関名称末尾に「公団」が付されている機関

	

	
	 市町村

	
	

	
	 公営企業等

	 （地方公社を含む）

	

	
	 事業団等

	 帝都高速度交通営団
 環境事業団
 日本下水道事業団
 その他事業団等

	

	
	 民間等

	 電力
 ガス
 電話会社
 ＪＲ、私鉄
 石油備蓄会社

	


